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地方公務員の給与改定に関する取扱い等について

本日、公務員の給与改定に関する取扱いについて、別紙のとおり閣議決定が

行われました。

各地方公共団体においては、今回、地方公務員の給与改定を行うに当たって、

地方公務員法の趣旨に沿い、国における取扱い並びに人事委員会の給与に関す

る報告及び勧告、現下の地方行財政の状況等の地域の実情を踏まえつつ、各地

方公共団体の給与実態等を十分検討の上、下記事項に留意し、議会で十分審議

を行い、適切に対処されるよう期待いたします。

なお、地方公営企業に従事する職員の給与改定に当たっても、これらの事項

を十分勘案の上、適切に対処されるよう期待いたします。

また、貴都道府県内の市区町村に対しても併せて周知されるようお願いいた

します。

なお、本通知は地方公務員法第59条（技術的助言）及び地方自治法第245条

の４（技術的な助言）に基づくものです。

記

第１ 国家公務員の給与改定について

１ 国家公務員については、官民給与の逆較差（△0.19％）を解消するため、

月例給の引下げ改定が行われることとされたこと。

２ 国においては、50歳台後半層の職員の給与について、当面、俸給及び俸給



の特別調整額について一定率を乗じた額を減ずることとされたこと。

３ 国家公務員の月例給の改定の実施時期等については、給与水準の引下げで

あるため、遡及することなく勧告を実施するための法律の公布日の属する月

の翌月の初日から実施することとされているが、４月からこの改定の実施日

の前日までの期間に係る官民較差相当分を解消するため、12月期の期末手当

において所要の調整措置を講ずることとされたこと。

４ 国家公務員の期末・勤勉手当について、民間における年間支給割合との均

衡を図るため、支給月数を0.20月分引き下げ、本年度については12月期の期

末・勤勉手当から差し引くこととされたこと。

５ 国においては、給与構造改革における俸給引下げに伴う経過措置が段階的

に解消されることによって生ずる制度改正原資について、若年・中堅層を中

心にこれまで抑制されてきた昇給の回復に充てることとされたこと。

第２ 本年の給与改定等について

１ 人事委員会においては、人事委員会機能を発揮し、地域の民間給与をより

的確に反映させる観点から、公民較差のより一層精確な算定、公民比較の勧

告への適切な反映、勧告内容等に対する説明責任の徹底などの取組を引き続

き行うことに留意いただきたいこと。

特に、本年も人事院勧告にあわせて地域別の官民給与較差が示されている

ことを踏まえれば、各人事委員会の公民比較結果とその反映について、一層

の説明責任が求められることに留意いただきたいこと。

２ 人事委員会を置いていない市及び町村については、都道府県人事委員会に

おける公民給与の調査結果等も参考に、地域の民間給与を反映させた適切な

改定を行うことが重要であること。

３ 給与条例の改正は、議会で十分審議の上行うこととし、地方自治法第179

条（長の専決処分）の規定に該当する場合を除き、専決処分によって行うこ

とのないようにすること。

４ 級別職務分類表に適合しない級への格付けを行っている場合その他実質的

にこれと同一の結果となる級別職務分類表又は給料表を定めている場合（い

わゆる「わたり」を行っている場合）等、不適正な給与制度・運用について

は、速やかに見直しを図ることに留意いただきたいこと。

また、級別の職員構成については、職務給の原則にのっとり職務実態に応

じた厳格な管理に努め、上位級の比率が過大である場合には計画的に適正化

を図ることに留意いただきたいこと。

５ 一部の地方公共団体において、諸手当の支給に当たって、不適正な運用等

が住民の厳しい批判を受けているところである。諸手当の在り方については、



一般行政職のみならず職種全般について点検し、制度の趣旨に合致しないも

のや不適正な支給方法については、その適正化を図ることに留意いただきた

いこと。

特に、地域手当については、給料水準の見直しを前提に、原則として国に

おける地域手当の指定基準に基づいて支給地域及び支給割合を定めることに

留意いただきたいこと。

６ 技能労務職員の給与については、民間の同一又は類似の職種に従事する者

との均衡等に留意し、適正な給与制度・運用とすることに留意いただきたい

こと。

７ 能力・実績に基づく人事管理を推進する観点から、勤務実績の給与への反

映については、公正かつ客観的な人事評価システムを活用することに留意い

ただきたいこと。また、これが未整備の地方公共団体にあっては、国の人事

評価制度・運用も参考としつつ、公正かつ客観的な人事評価システムの構築

に早急に取り組むことに留意いただきたいこと。

第３ その他の事項

１ 定員については、地域の実情を踏まえつつ、自主的に適正な定員管理の推

進に取り組むことに留意いただきたいこと。

２ 給与及び定員の公表については、給与情報等公表システムにより、住民等

が団体間の比較分析を十分行えるよう公表様式に沿った情報開示を徹底する

こと。その際、前年度給与情報等についても併せて掲載する等住民により分

かりやすく情報を提供するという観点からの工夫を積極的に行うべきもので

あること。



公務員の給与改定に関する取扱いについて

平成２２年１１月１日

閣 議 決 定

１ 一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給
与については、去る８月１０日の人事院勧告どおり改定を行うもの
とする。

２ 特別職の国家公務員の給与については、おおむね１の趣旨に沿っ
て取り扱うものとする。

３ １及び２については、今年度における新たな追加財政負担は要し
ないものであるが、我が国の財政事情が深刻化している状況にかん
がみ、行財政改革を引き続き積極的に推進し、総人件費を削減する
必要がある。そのため、次に掲げる各般の措置を講ずるものとする。

また、人事評価制度の的確な運用を通じて、能力のある者が登用
され、成果を挙げた者が報われるよう、能力・実績に基づく人事管
理の徹底を図るものとする。

(1) 予算の執行に当たっては、優先順位の厳しい選択を行い、経
費の節減に努めるとともに、今後、なお引き続き、経費の見直
し・節減合理化を図ること等により、歳出の削減に努力する。

(2) 地方支分部局等を始めとする行政事務・事業の整理、民間委
託、情報通信技術の活用、人事管理の適正化等行政の合理化、
能率化を積極的に推進する等により、定員の純減を可能な限り
確保する。その中で、メリハリのある定員配置を実現する。

(3) 独立行政法人（総務省設置法（平成１１年法律第９１号）第
４条第１３号に規定する独立行政法人をいう。以下同じ。）の
役職員の給与改定に当たっては、国家公務員の給与水準も十分
考慮して給与水準を厳しく見直すよう要請するとともに、中期
目標に従った人件費削減等の取組状況を的確に把握する。独立
行政法人及び主務大臣は、総務大臣が定める様式により、役職
員の給与等の水準を毎年度公表する。

今後進める独立行政法人制度の抜本見直しの一環として、独
立行政法人の総人件費についても厳しく見直すこととする。

また、特殊法人等の役職員の給与改定に当たっても、国家公
務員の給与水準も十分考慮して給与水準を厳しく見直すよう要
請するとともに、主務大臣の要請を踏まえた人件費削減等の取
組につき、必要な指導を行うなど適切に対応する。特殊法人等



の役職員の給与等についても、法令等に基づき公表する。

(4) 国家公務員の給与改定等に関する上記の取扱いの決定に際し
ては、その内容も踏まえ、地方公務員の給与改定について、各
地方公共団体において、地方公務員法の趣旨に沿って適切な措
置を講じるとともに、地方公共団体の定員についても、行政の
合理化、能率化を図り、適正な定員管理の推進に取り組まれる
よう期待する。

４ 国家公務員の給与改定については、次期通常国会に、自律的労使
関係制度を措置するための法案を提出し、交渉を通じた給与改定の
実現を図る。なお、その実現までの間においても、人件費を削減す
るための措置について検討し、必要な法案を次期通常国会から、順
次、提出する。
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